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 本研究は，合理的選択理論の枠組みで SP データと解釈されていたデータが社会心理学の態度理論の枠組

みの中では行動意図データと解釈可能であることを指摘する．その上で，行動意図が現実に実行される/さ
れないを理論的に予測することを通じて，行動意図データから交通需要予測を行う方法論を提案し，これ

を“行動意図法”（Behavioral Intention 法：BI 法）と呼称した．本稿では初期的な事例研究として行動意図

法に基づいて新規地下鉄路線の供用前の行動意図から供用後の行動についての定性的予測を行い，その予

測の妥当性を供用後の行動データを用いて検定した(n = 903)．その結果，その妥当性を支持する結果を得た．  
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1．はじめに 
 
 数理心理学1)を起源とし，マーケティング分析2)の重要な

一手法として発展してきたステイティッド・プリファレン

ス法（以下，SP 法）は，交通需要予測に繰り返し適用さ

れてきている3), 4), 5)． 
 多くの SP 法による交通需要予測は，例えば，文献6)の
ガイドラインに示されているように，以下の段階を踏んで

交通需要を予測するものである： 
 

(SP法：合理的選択理論に基づくSPデータによる需要予測法) 

step 1) 被験者に仮想的な状況を提示し，選択，あるいは，

順位付けを要請する（以下，こうして得られた

データをSPデータと呼称）， 
step 2） SPデータとその他のデータ（交通サービス水準や

個人属性，あるいは，RP データ等）に基づいて

各個人の選好構造，あるいは，効用関数を特定す

る， 
step 3) 効用関数に基づいて各人の行動を予測し，それら

を集計化する． 
 

 以上の予測手法の理論的基盤は合理的選択理論7)である．

本稿では，以上に定義される予測手法をSP法と呼称する． 
 さて，このSP法の是非を巡っては，主にそれを推奨す

る経済学者とその妥当性に疑義を呈する認知心理学者の

間で間接的，あるいは，直接的に様々な論争が繰り返され

てきている． 
 
 

（1）SP法をめぐる理論的論争 

 SP 法による需要予測の妥当性を保証するのが，選好構

造（あるいは，効用関数）の一貫性(coherence)である．選

好構造の一貫性とは，ある個人がある対象に対して所持す

る選好構造が，時間が経過しても，また，状況にも依存せ

ずに変化しないことを意味する．もし仮に，こうした選好

構造に一貫性が存在しないのならば，上述の step 1)で観測

される SP データを規定した選好構造と，step 3)の予測時

点における現実の行動を規定する選好構造とが異なった

ものとなる．それ故，step 2)で特定化した選好構造，効用

関数を用いて需要を予測することは不可能となる． 
 ところが，選好構造の一貫性が成立しない様々な意思決

定現象（以下，アノマリー，anomaly8)）の存在が数多く確

認されきている[1]．そして，これらのアノマリーを説明可

能な様々な意思決定モデルが提案されていると共に[2]， 
SP 実験や CVM 法等の仮想的な状況への反応を規定して

いる選好は，回答するまさにその時点において便宜的に創

造されるに過ぎない（構成的選好仮説，constructive 
preference），とも主張されている9)．もし，この見解が正

しいなら，SP 法での需要予測は不可能であると結論付け

ることができよう． 
 ところが，合理的選択理論の立場からはアノマリーの性

質を十分に承知した上で慎重に実験を設計すれば，仮想状

況下での個人の反応データから個人の選好を特定するこ

とが可能であるとも主張されている10), 11), 12), 13)． 
 このSP法の有効性に好意的な文献10) -13)の見解は，選

好が些細な文脈に影響されることを認める一方，状況には

依存しない，一貫した“選好の核”が存在することを前提

としている．そして，文献10)-13)は，“選好の核”を適切
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にSPデータによって観測することによって，適切な需要

予測が可能であることを主張していると言えるだろう． 
 
（2）SP法をめぐる実用上の論争 

 しかし，適切なSP調査と事後的な統計的手法で仮に核

選好が把握できとして，その核選好が実際の行動をどれだ

け規定しているのだろうか？もしも，核選好だけが行動を

規定するものでないのならば，合理的選択理論に基づいた

SP 法による需要予測を弁護することは困難なのではなか

ろうか？ 
 この点に関して，核選好だけが行動の規定要因ではない

という主張を強く支持する2つの理由が挙げられる．第一

に，仮想状況下の反応だけでなく，実際の行動が些細な文

脈的要因によって影響されることはいくつも報告されて

いる14)．例えば，現実の消費者の消費行動には，商品の陳

列方法，広告情報の提示方法，複数財購入時の購入順，店

内の混雑度，等が消費行動に影響を与えることは少なくな

い．第二に，人間の行動と心理的傾向に着目した数多くの

研究が，一般的心理傾向（general predisposition）と行動と

の間の相関は概して低いことを繰り返し実証してきてい

る15), 16)．  
 これらの点を考えれば，SP 法で交通需要予測を行うこ

とを正当化することは難しい様に思える[3]． 
 しかしながら， SP法を理論的には正当化できないとし

ても，より優れた代替的手法が提案されない限りにおいて

は， SP法の利用を実用的には許容することが妥当とも考

えられる．特に，“交通施策に先立つ事前需要予測”を行

う場合には，SP 法よりも優れた方法は今のところ提案さ

れていないように思え[4]，かつ，新しい交通選択肢の需要

予測や複数のTDM施策の効果の事前検討などの場合のよ

うに，“交通施策に先立つ事前の需要予測”が交通需要予

測手法の主目的の一つであることは間違いない． それ故，

いかに理論的，本質的な問題が存在するとしても， SP法

を完全に捨て去ることは，実務的な観点から必ずしも得策

ではないと言えるだろう． 
 
（3）本研究の目的 

 SP 法に勝るより適切な需要予測手法がない限りにおい

ては，その適用を実務的には許容できるかも知れない．し

かし，それに代わる代替的手法があるなら，様々な問題を

抱えるSP法を擁護し続けることは，理論的観点からは言

うに及ばず，実用的観点からすらも，許容されうるものと

はならないだろう．本研究の目的は，まさにこの点にある．

すなわち，SP 法に代わる，交通施策に先立つ事前の需要

予測手法として，新しい方法を提案するのが，本研究の目

的である． 
 本研究で提案する新しい予測方法は，選好(preference)

を中心的概念とする合理的選択理論ではなく，社会心理学

における態度(attitude) を中心的概念とする理論体系，すな

わち，態度理論(attitude theory17), 18))を，その理論的基盤と

するものである．  
 以下，2．3．にて態度理論を概説した上で，4．ならび

に5．で態度理論に基づいた交通需要予測手法を提案する．

そして，6．で提案した手法の初期的な適応事例を示し，7．

で本稿をまとめる． 
 
 
2．態度理論における行動と意図 

 
（1）態度理論の概要 

 態度理論は，その名称からも明らかな様に，態度(attitude)
と呼ばれる心理要因を中心として，社会的な文脈での人間

の様々な行動や反応を記述する理論の総称である．態度は，

様々な研究者によって様々な定義がなされているが，人間

行動を対象とした多くの態度研究の中で最も一般的な定

義は，Eagly & Chaiken (1993)の 「好ましさの程度という

形で表現されうる，特定の対象についての心理的傾向」

(p.1-217))という定義であろう[5]．例えば，自動車を利用す

ることが好きな個人は，自動車に対して肯定的な態度を形

成していることとなる．なお，態度理論の詳細については，

文献29）の3.(1)，ならびに文献37）を参照されたい． 
 態度理論は多くの理論や仮説の総称であることから，そ

れに含まれる種々の理論を分類する軸も数多く存在する

が，態度の形成と変容の仮定に着目した諸研究と，態度が

人間の行動や反応に及ぼす影響に着目した諸研究とに分

類することもできる． 
 後者の態度と行動の関連に着目した初期的な研究では，

態度と行動との関連が主な関心事項であった．しかし，

1960 年代の様々な実証研究から，態度と行動との関連性

はそれほど高くないという事実が，例えば Wicker(1969)
によって明らかにされてきた19)．そして，態度理論の諸研

究の関心は，態度と行動との間に介在する中間的な心理要

因の存在に移行することとなった．その中で認識されるに

至ったのが，Fishbein & Ajzen (1975)が主張する「行動意図」

(behavioral intention15))の重要性であった（図-1参照）． 
 行動意図とは，「～しようと思う」「～するつもりだ」

という形で表現される心理要因であり，対象行動の態度や

社会的な望ましさの程度等に規定される動機の強さを表

現するだけでなく，行動の実行についての関与

（commitment：極端には決意）の程度を含む15)．それ故，

いくつかの心理要因の中でも，実際の行動を規定する最も

重要な先行要因であると捉えられている． 
 行動意図に着目した様々な研究から，行動意図の先行要

因，あるいは，行動意図と行動との関連性について，様々
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な知見が明らかにされてきている15), 16), 17), 18), 20), 21), 23), 24)．特

に後者の研究では，行動意図から行動を如何にして予測す 
るかということにも大きな関心が払われてきた．それらの

研究は，行動意図と実際の行動との一致や不一致が生じる

原因を理論的，実証的に明らかにすることで，過去に計測

した行動意図から将来の行動の予測を試みるものである． 

 

（2）BI（行動意図）データとSPデータ 

 さて，通常のSP調査では，仮想的な状況を被験者に提

示し，その仮想的な状況における意思決定を回答者に要請

する．その形式には，選択(choice)，マッチング(matching)，
評点付け(rating)等様々なものが提案されている3)．これら

の内，評点付けは主に選択肢の定性的な分析に用いられ，

マッチングは交通サービスの支払い意志額の測定などに

用いられることが多い．ただし，冒頭で定義したSP法で

交通需要予測を行う場合に最も頻繁に用いられている方

法は，選択，あるいは，それを含む順位付けデータであろ

う． 
 さて， SP調査における回答は，合理的選択理論，ある

いは，冒頭に定義したSP法においては「表明された選好

(stated preference)」と解釈される．そして，選択形式のSP
データは，選択行動と選択肢の属性との数理的関係を記述

する関数，すなわち，効用関数の推定に頻繁に用いられて

いる． 
 しかし，合理的選択理論では「表明された選好」と解釈

されるSPデータであっても，他の理論的枠組みの下では

全く異なる解釈を付与される．Gärling とその共同研究者

は，様々な形式のSPデータの中でも，選択形式のSPデー

タは，態度理論における行動意図データ（あるいは，BI

データ:Behavioral Intention data）と解釈することが可能で

あることを指摘している18), 23)． 
 繰り返しになるが，態度理論における行動意図は「～し

ようと思う」「～するつもりだ」という心理要因である．

例えば，「現在私は自動車を利用しているが，新交通シス

テムが供用されて新交通システムと自動車の二つの通勤

手段が利用可能となった場合には，私なら新交通システム

を利用するつもりだ（ケースA）」という場合，その個人

は新交通システム利用の行動意図を形成しているし，「現

在私は自動車で都心に通勤しているが，1000 円のゾーン

制ロードプライシングが導入された場合には，自動車では

なく地下鉄で通勤しようと思う（ケースB）」という場合

には，その個人はロードプライシング導入時における地下

鉄通勤意図を形成している，と解釈できる．ところが，合

理的選択理論の枠組みの中では，ケース A は「自動車通

勤よりも新交通システム利用通勤を選好している」ことを

意味しており，ケースB は「1000 円のゾーン制ロードプ

ライシング導入した場合に，自動車通勤よりも地下鉄通勤

を選好している」ことを意味している，と解釈される．す

なわち，これらのこれらケース A，ケース B は，合理的

選択理論の枠組みの中では選択形式の表明された選好

（Stated Preference: SP）データと解釈される一方，態度理

論の枠組みの中では行動意図（Behavioral Intention: BI）デー

タと解釈されるのである（図 2 参照）．実際，Gärling ら

は，交通行動についての意図データの解析が態度理論の枠

組みで可能であることを実証的に示した上で，本稿1.（1）

で論じたような様々な問題を抱えた合理的選択理論を棄

却し，態度理論の枠組みに基づいて行動予測を目指すべき

であることを主張している． 
 先述のように，行動意図と行動との関連や行動意図から

の行動予測については，多くの研究蓄積がなされている．

それ故，選択形式のSPデータに基づいた現実の行動の予

測に，行動意図と行動との関連に関する態度理論の諸研究

の知見が，直接的に活用できるのである．本研究で，合理

的選択理論に代わる新しいSPデータの活用法として態度

理論を援用するにあたり，最も肝要な点はこの点にあると

言える． 

 

 

3．行動と意図との一致/不一致の理論的原因 

 

 行動意図は行動と必ずしも一致するとは限らない．行動

意図を持っているにも関わらず実際には行動しない場合

も，逆に行動意図を持っていなかったにも関わらず，実際

 
 
 
 
 
 
 
  

注1： 態度理論では，この図に示した心理要因以外の
様々な要因が仮定される．詳細については，文献
29）の3.(1)，ならびに文献37）を参照されたい．  

注2： 行動意図は目標意図と呼ばれることもある． 
図-1 態度理論における態度・行動意図・行動との関連 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 BI（行動意図）データとSP（選好表明）データ 

 

態度 
行動
意図

行動

行動－意図一致性に
影響を及ぼす要因 
（表-1参照） 

本研究の対象領域 

（ある仮想状

況下で） 
Y でなく X を

利用 

Y p X 
(Y より Xを

選好する)

X 利用 
（Y 非利用）

の行動意図

(BI)を形成 

現象 

合理的選択理論
(あるいはSP法)

での解釈 
態度理論 
での解釈 
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には行動してしまう場合もある．この点に着目して，

Gärling et al.18)は，行動と意図の不一致を行為の失敗(行動

意図が無いにも関わらず行動してしまう過ち)と無行為の

失敗(行動意図があるにも関わらず行動しない過ち)に分

類している（図-3参照）． 
 従来の研究より，行為/無行為の失敗の原因，すなわち，

行動と意図との一致/不一致の原因として，様々なものが

明らかにされてきている．ここでは，それらの原因を表-1

にはまとめると共に，以下にそれらについて述べる．  
 

（1）行為の失敗 の原因 

C1. 対象行動についての強い習慣 

 ある行動 A について強い習慣を形成している場合，そ

の行動 A を実行する行動意図を形成していないにも関わ

らず実行してしまう場合がある(Verplanken & Aarts, 
1999)20)．例えば，強い自動車利用習慣を持つ個人は，自

動車利用の意図を形成していなくても，無意図的に，自動

的に自動車を利用してしまう． 
C2.対象行動の衝動性 

 ある行動 A を実行する行動意図を事前に形成していな

くても，衝動的に行動 A を実行してしまう場合がある

(Gärling, et al., 1998 )18)．例えば，いわゆる「衝動買い」と

いう消費行動は，事前に行動意図が形成さずに実行される． 
  
（2）無行為の失敗 の原因 

O1.代替行動についての強い習慣 

 上述の様に，習慣化された行動は自動的に実行される．

したがって，ある行動 A の行動意図を形成していたとし

ても，行動A の代替的行動である行動B の習慣強度が強

い場合，行動A を実行せずに行動B を自動的に実行して

しまう場合がある(Verplanken, et al., 1998 )21)．例えば，強い

自動車利用習慣を形成している個人は，公共交通利用の行

動意図を形成していたとしても，自動車を利用してしまう． 
O2.弱い行動意図 

 ある行動意図を形成していても，その意図が弱ければ実

行しない可能性が高くなる(Fishbein & Ajzen, 197515）; 
Gärling & Fujii, 199924))．例えば，公共交通利用の行動意図

を形成していたとしても，それが弱いものであるならば，

実行されない可能性が高い． 
O3.対象行動の実行計画の非現実性 

 行動に先立った実行計画が非現実的な場合，意図があっ

てもその実行を失敗する可能性が高くなる(Gärling, et al., 
199723))．例えば，仮に公共交通利用についての非常に強

い行動意図を形成していたとしても，どこで切符を買うか，

どこに駅があるか，イグレス手段は何か，等の公共交通利

用のための具体的な実行計画が現実的に形成されていな

ければ，結局は公共交通を利用することに失敗してしまう． 
O4.楽観バイアスと対象行動の実行困難性 

 個人は，行動の実行困難性（あるいは，行動制御性: 
behavioral control25)）を楽観的に見積もる傾向を持つため，

実行困難性が高い場合には実行計画が不十分となり，その

実行を失敗する可能性が高くなる(Gärling & Fujii, 199924), 
200222); Ajzen, 198525)) ．例えば，いつも自動車を利用して

おり，公共交通機関をあまり利用していない個人の場合，

その個人は公共交通機関をどのように利用すればよいか

についての具体的な情報を持たない．それ故，その個人に

とっての公共交通機関の実行困難性は高いものとなる．し

 

行動  

する しない 

する 一致 
無行為の失敗 

(O1, O2, O3, O4, OC1)
意 

図 
しない 

行為の失敗 
（C1, C2, OC1） 

一致 

図-3 行為の失敗と無行為の失敗とその原因 

 

表-1 意図-行動一致性に影響する要因 
 
■行為の失敗 の原因 
 C1.対象行動についての強い習慣 

強い習慣を形成している場合，その行動を無意図的に実行する

(Verplanken & Aarts, 199920) ) 

 C2.対象行動の衝動性 

ある行動を衝動的に実行する場合には，それに先つ行動意図を

形成しない(Gärling, et al., 199818) ) 

 

■無行為の失敗 の原因 
 O1.代替行動についての強い習慣 

習慣化された行動は自動的に実行されてしまうために，その行

動の代替行動についての行動意図を形成している場合にもそ

れが実行されない(Verplanken, et al., 199821)) 

 O2.弱い行動意図 

ある行動意図を形成していても，その意図が弱ければ実行しな

い(Fishbein & Ajzen, 197515); Gärling & Fujii, 199924), 200222))  

 O3.対象行動の実行計画の非現実性 

行動に先立った実行計画が非現実的な場合，意図があってもそ

の実行を失敗する(Gärling, et al., 199723)) 

 O4.楽観バイアスと対象行動の実行困難性 

行動の実行困難性を楽観的に見積もるために，実行困難性が高

い場合には実行計画が不十分となり，その実行を失敗する

(Gärling & Fujii, 199924), 200222); Ajzen, 198525))  
 

■双方の失敗 の原因 
 OC1.肯定的自己提示と戦略的反応18) 

調査者の行為や回答者に対する評価の操作を試みるために生

じるバイアス (Gärling et al., 1998) 18) 
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かし，その個人は，「公共交通機関を利用することはそれ

ほど難しいものではない」，と楽観的に考えるために，公

共交通機関を利用するための具体的な行動計画を十分に

立てないこととなる．それ故，地図を見たり，人に利用の

仕方を聞いたり等の情報収集を行えばそれ程難しいもの

ではない様な場合においても，準備不足のために，例え公

共交通機関を利用する強い行動意図を形成していたとし

ても，結局は公共交通機関を利用できない，という結果に

終わってしまう． 
 
（3）双方の失敗 の原因 

OC1.肯定的自己提示と戦略的反応 

 回答者は，調査者の行為や回答者に対する評価の操作を

試みるために，被験者は実際の行動意図とは異なった回答

を表明する場合もありうる(Gärling et al., 1998) 17)．例えば，

回答者が，「公共交通機関を利用する，という回答が多け

れば，その公共交通機関が実際に供用されるのではない

か」と予想したり，「自動車を利用すると回答するのは，

あまり格好の良いことではない」と考えれば，実際に利用

する意図がほとんど無いにも関わらず，公共交通利用の行

動意図を回答する可能性がある．前者が戦略的反応，後者

が肯定的自己提示である．また，ある交通選択肢が実現化

することが望ましくないと考える場合，あるいは，行動し

ないことが望ましい人格に見えるだろうとの見込みを人

が持つ場合は，これらとは逆の反応が生じうる．なお，肯

定的自己提示や戦略的反応は，行動意図と行動が乖離する

というよりはむしろ，行動意図と回答とが乖離することの

原因である． 
 

 

4．提案 
 
 本研究では，以上に述べた意図と行動の関連を理論的に

記述する態度理論に基づいて，交通選択肢の整備や新しい

交通施策の実施時の交通需要を予測する手法を提案する．

その予測手法は，冒頭で述べた合理的選択理論に基づいた

予測手法とは異なり，次の様な簡素なものである． 
 

(行動意図法[BI法]: 

       態度理論に基づくSPデータによる需要予測法) 

Step 1) 予測対象とする行動に関する行動意図，ならび

に，意図-行動一致性に影響を及ぼす要因を調査

する． 
Step 2)  態度理論の意図-行動一致性についての諸理論に

基づいて，それら調査データを用いて個々人の行

動意図から行動を予測し，それらを拡大・集計化

する． 

 本稿では，この手法を行動意図法あるいは BI 法

（Behavioral Intention法）と呼称する． 
 ここで，SP 法と行動意図（BI）法を比べると， SP 法

のStep1)が行動意図法のStep 1)に， SP法のStep3)が行動

意図法の Step 2)に，それぞれ対応している．このことか

らも明らかなように，行動意図法では効用関数を推定する

という行程（SP法のStep 2）が不要である．これは，選好

構造の一貫性を仮定しないという立場に立つこの手法で

は，効用関数の推定を放棄しているからである．それ故，

行動意図法を適用する際に需要予測者が身につけて置く

べき統計的技術水準は，SP 法のそれ程高度なものではな

い．もちろん，需要予測者には，表-1 で示した行動と意

図との関連についての諸理論を総合的に検討する，という

（SP 法では必要とされていない）能力が必要とされる．

ところが，表-1 の諸理論は，常識の範囲で了解可能なも

のであろう（その理由については，注[6]を参照されたい）．

それ故，SP 法よりも行動意図法の方がむしろ，実務への

適用は容易であるものと期待される． 
 次に，行動意図法の各ステップについて述べてみよう． 
 まず，Step 1)での調査をする場合，表-1 に列挙した意

図-行動一致性の要因を一つ一つ考慮する必要がある．表

-1 で示されている要因の中でも特に重要と考えられるの

は， 1）対象行動の行動意図の強度，2）対象行動の代替

行動についての習慣強度，であろう．また，対象行動の種

類によっては，3）対象行動の習慣強度や 4）対象行動の

衝動性を観測することも必要とされよう．また，5）対象

行動実行にあたっての計画意図（planning intention22), 24)）の

強度や，6）対象行動の行動制御性（あるいは実行困難性）

の知覚値（perceived behavioral control25)）も，重要な情報と

なろう．さらに，7)当該行動意図の回答が社会的にどれ程

望ましいか，8)被験者が回答によって調査者を操縦しよう

とする程度はどの程度か，についても，調査設計時点で事

前に考慮することが必要であろう． 
 これらの意図-行動一致性に影響を及ぼす要因の一部は，

従来から経験的に知られていたものもある26)．しかし，意

図-行動一致性の要因の各々の効果を理論的に理解し，か

つ，それらを総合的に把握した上で，行動の予測に適用す

るためには，本稿で述べる態度理論に代表される様な理論

的枠組みが不可欠である．なお，次章5．では，ここで述

べたそれぞれの要因の具体的な調査方法を示した．行動意

図法を具体的に需要予測に適応する際にはそちらを参照

されたい． 
 一方，Step 2)での行動予測を行う際には，Step 1)で収集

した各種要因のそれぞれが行動-意図一致性に及ぼす影響

を，行動と意図が一致（あるいは乖離）する原因のリスト

（表-1のC1からOC1）を参照し，総合的に検討すること

が必要となる．その際， 
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• 行動Xの意図を表明している各人に対しては，無行

為の失敗率（あるいは，行動-意図一致率）， 
• 逆に行動Xの意図を表明していない各人に対しては

行為の失敗率（あるいは，行動-意図一致率）， 
 
がそれぞれ予測できるなら（図-3参照），行動X を実行

する個人数を予測できるようになる．なお，行動Xとは，

例えば新規交通選択肢の利用であったり，ロードプライシ

ング実施時の特定経路の利用であったり等が考えられる．  

本提案では，こうして得られる行動 X の実行個人数を，

交通施策に先立つ事前の交通需要予測値と見なす． 
 なお，ここに述べた行為の失敗率，無行為の失敗率に基

づいて需要予測を行う際の定量的方法については，次のよ

うな方法が一例として考えられる． 
 例えば，各人の無行為の失敗と，行為の失敗のそれぞれ

の傾向を確率理論で予測した場合には，ある行動 X の需

要量（例えば，新規交通手段の利用需要量）は，以下の様

に定式化できる． 
 
 ( ) ∑∑

∈∈

+−=
nXX j

jj
i

ii PCwPOwDX
ΩΩ

1  （1） 

ここに， 
DX: 行動Xの需要量 
Ω X: 行動 X を実行する行動意図を形成した個人の

集合 
Ω nX: 行動 X を実行する行動意図を形成しなかった

個人集合 
POi: 行動Xを実行する行動意図を形成した個人 iの

行為の失敗確率 
PCj:  行動 X を実行する行動意図を形成しなかった

個人 iの無行為の失敗確率 
wi, wj:  個人 i, jの重み 

 行動意図法では，このPOiとPCjを表-1の諸知見を考慮

しつつ設定する．この設定方法については，ロジット回帰

を用いる方法もあるが，後に述べる7.(3)で提示したよう

に，事例データに基づいて大雑把に上位確率，下位確率を

設定する方法も考えられる．なお，この上位確率，下位確

率という概念は，理論的には不正確確率理論27)と呼ばれる

体系で公理化されている．また，重みwi, wjの設定につい

ては，これまでの交通需要予測で用いられてきた技術をそ

のまま適用すればよい． 
 
 
5．行動－意図一致性に影響を及ぼす要因の測定方法 

 
 ここでは，行動-意図一致性に影響を及ぼす要因の一般

的な計測方法例を簡単に述べる．行動意図法に基づいた受

容予測を実務的に実際に行われる際には，ここで述べる計

測方法を一例としてご参照されたい．また，行動意図法の

理論的側面とその妥当性の実証的検証に主たるご関心が

ある場合は， 6．に直接お進み頂いても差し支えない． 
 

（1）対象行動の行動意図の強度 

 選択形式のSP調査の場合には，仮想的選択肢を提示し

た上で「いずれを選択しますか」と尋ねた後に「その選択

肢の行動を，どれくらい強くしようと思いますか？」ある

いは単純に「その選択にどれくらい自信がありますか？」

と尋ね，以下の様な形式（以下の場合は七件法）， 
     ほとんど自信がない     非常に強い自信がある 

□ □ □ □ □ □ □ 

で測定することで，選択された行動の行動意図強度を計測

する方法が考えられる． 
 また，後の事例の様に，「地下鉄を利用すると思います

か？」という形で対象行動を質問者側が規定した上で，

「そう思う」「少しそう思う」「そう思わない」の三肢選

択を要請する方法もある．他の方法としては，地下鉄を「利

用すると思いますか？」「利用するつもりですか？」「利

用しようと思いますか？」等，少しずつ文言を変えて尋ね，

それぞれについて，「全然そう思わない」と「全くそう思

う」を両極とする七件法で測定する方法もある．この場合

それらの一致性37)が高いことを確認してからそれらの単

純合計（あるいは単純平均）を用いる，あるいは因子分析

を行って因子得点を求める等の方法がある．なお，両極の

間に，例えば「どちらとも言えない」などの中央値を設け

る場合は，特にバランス尺度と呼ばれる．また，以上の方

法から，心理量についての尺度を構成する方法は一般に

SD尺度構成法と呼ばれる37)． 
 

（2）対象行動とその代替行動の習慣強度 

 最も単純な方法は，本稿の様に簡便に代表的な交通手段

を尋ねる方法がある．その他の方法としては，交通手段の

利用頻度を尋ねる方法もある．ただし，質問紙を用いる形

式で，最も適切に習慣の強度を計測するには「できるだけ

直感的に，素早く答えてください」という前書きを明示化

した後に，「学校に行く場合何を使いますか」「買い物に

行く場合何を使いますか」「食事に行く場合何を使います

か」等の日常的な状況を複数（例えば，10～15 個程度）

列挙し，それぞれについて交通手段選択肢を設けた上で回

答を要請し，各交通手段が選択された回数を，その交通手

段の習慣強度と見なす方法が提案されている20)．この手法

は，できるだけ直感的に答えて貰うことで，各交通手段を

利用する際の認知的な自動性を計測することを目指して

いる． 
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（3）対象行動の衝動性と計画性（計画意図） 

 衝動性を計測する一つの方法は，通勤通学などの定常的

に繰り返される行動に伴う交通行動は衝動性が低い一方，

非日常的な日帰りレジャー等の非定常的であまり頻繁に

繰り返されない行動に伴う交通行動は衝動性が高いと見

なした上で，行動の頻度，あるいは，定常性を測定する方

法が考えられる．また別の方法として，「地下鉄を利用す

るか否かを，衝動的に決めてしまうことはありますか」

「地下鉄を利用するか否かを，十分に考えてから決めると

思いますか」等の質問の回答から， SD法で尺度を形成す

る方法が考えられる． 
 さらに，衝動性は，計画意図の逆の指標であると見なす

ことも出来る．なぜなら，十分な計画を伴わない行動は衝

動的である可能性が高いからである．計画意図は，例えば

「地下鉄の最寄り駅がどこか，調べようと思いますか？」

「地下鉄の最寄り駅までどうやって行くか，十分に考える

と思いますか？」「目的地（職場）の最寄り駅がどこか，

調べようと思いますか？」「目的地（職場）の最寄り駅か

らどうやって目的地（職場）まで行くか，十分に考えると

思いますか？」「地下鉄の時刻表を調べようと思います

か？」等をSD法で計測する方法が考えられる． 
 

（4）対象行動の行動制御性の知覚値 

 「自宅から地下鉄を使って目的地（職場）まで，簡単に

行けると思いますか？」「地下鉄の最寄り駅まで，簡単に

行けると思いますか？」「目的地（職場）の最寄り駅から

目的地（職場）まで簡単に行けると思いますか？」等を

SD法で計測する方法が考えられる． 

 

（5)当該行動意図の回答の社会的望ましさ 

「地下鉄を使うことは，社会的に望ましい行為だと思いま

すか」「我々は，地下鉄を使うべきだと思いますか」等を

SD 法で計測する方法が考えられる．ただし，こうした質

問が，意図等の主要な心理要因に及ぼす影響を小さくする

ためにも，こうした質問はできるだけ後ろで聞くことが望

ましい．  

 

（8)被験者が回答によって調査者を操縦しようとする程

度 

 「地下鉄が導入されれば良いと思いますか」「こういっ

たアンケート調査で，多くの人が地下鉄を利用するという

結果になれば，地下鉄は早く導入されることとなると思い

ますか」等を SD 法で計測する方法が考えられる．なお，

上記7）と同様の理由から，できるだけ後ろで聞くことが

望ましい． 

 

 

6．適用事例と検証 

 
 本研究では，行動意図法の現実的妥当性を確認するため

に，本提案の手順に沿って， 
Step 1） 新しい交通選択肢が導入される以前の交通手

段選択の意図といくつかの要因を計測し， 
Step 2) それらに基づいて，行為の失敗と無行為の失敗

の傾向を予測， 
した上で，新しい交通選択肢が実際に導入された後の実際

の行動を測定し，Step 2)で構成した定性的予測の妥当性を

確認することとした．  
 なお，この事例は本提案に基づく最初の事例となるため，

分析時点では行動と意図の関連についての定量的知見な

存在していなかった．それ故， Step 2)で構成する予測は，

表-1 の諸知見のみから構成可能な，定性的な予測の範囲

にとどめた．なぜなら，表-1 に示し諸知見は，いずれも

定性的な因果関係を意味するものであり，必ずしも各要因

の定量的な影響を意味するものではないからである．定量

的予測については，本稿の様な事例研究を重ねることで，

少しずつ精緻化していくことが必要であろう．この点につ

いては，最後に再度述べる． 
 
（1）データ 

 利用したデータは，H10年4月に供用された京都市地下

鉄東西線(以下，東西線)供用の約半年前と約半年後に実施

した事前/事後調査から得た．事前調査では沿線の 2 万世

帯に調査協力の要請葉書を配布，反応のあった 3171 世帯

に調査票を再配布後，2000世帯から3944人の個人調査票

を回収した．事後調査では事前調査被験者に調査票を配布，

2065 名から回収した．事前調査では通勤手段を尋ねた後

に，東西線の路線と駅の場所の地図情報，主要駅間の所要

時間と費用を被験者に提示後，東西線を通勤で利用すると

思うか否かの質問を設け，「そう思う」「少し，そう思う」

「そう思わない」の3つからの選択を要請した．これを東

西線利用通勤の意図データと見なし，それぞれを「強意図」

「弱意図」「無意図」とコード化した．事後調査では引っ

越しや転職の有無を尋ねた後に，東西線での通勤頻度を尋

ねた．東西線を「毎日」または「時々」利用している人を

東西線通勤者，「数回利用したことがある」「利用したこ

とが無い」人を非東西線通勤者と定義した． 
 
（2）定性的予測 

 実証分析に先立ち，表-1に示した意図-行動に関する諸

仮説から以下の3つの定性的予測を構成した．まず，事前

調査の時点で東西線通勤の習慣を形成することは当然で

きないので，C1 は行為の失敗の原因とはなり得ない．ま

た，通勤手段選択が衝動的な意思決定とも考えにくいので
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C2も行為の失敗の原因となるとは考え難い．したがって，

行為の失敗の原因となり得るのは，双方の失敗原因である

OC1のみである．一方，無行為の失敗の原因として挙げら

れているO1-O4はいずれも考えられ得る．なぜなら，地下

鉄通勤に代替する自動車通勤や自転車通勤などの習慣を

形成している被験者はいるだろうし(O1)，地下鉄通勤の弱

い意図を形成することも可能だろうし(O2)，地下鉄通勤実

行に当たって非現実的な行動計画しか立てないこともあ

り得るし(O3)，地下鉄通勤の実行困難性が高い通勤者も少

なくない (O4)，と考えられるからである．以上より， 
 
 定性的予測1） 無行為の失敗率は行為の失敗率よりも

高い 
 
 次にO2から，単純に以下の定性的予測を構成した． 
 
 定性的予測2） 強意図の方が弱意図よりも無行為の失

敗率が低い 
 
 さらに，事前に公共交通通勤をしてない人は，地下鉄利

用の代替行動となる自動車，自転車等での通勤習慣を形成

している可能性が強い．そのため，O1より， 
 
 定性的予測3） 事前での非公共交通利用者の方が公共

交通利用者よりも無行為の失敗率が高
．

い
．

 
 
この定性的予測は，O3，O4 からも導かれる．なぜなら，

非公共交通利用者の方が公共交通利用者よりも地下鉄通

勤の実行困難性が高いことも推察されるし(O4)，公共交通

利用についての知識も乏しいことから実行計画が非現実

的なものとなり易い（O3）からである． 
 これらのうち，筆者らの知る限りでは，定性的予測1），
定性的予測 2）を旧来の SP 法の知見から導くことは困難

である．しかし，定性的予測3）に関連しては，SPとRP
との両者を用い，後者から前者への影響が存在すること，

すなわち慣性項の存在を実証的に示した研究28)から導く

ことができる．ただし，この研究から導かれる定性的予測

は，上記の定性的予測3）とは逆の
．．

，次のような対立的予

測である． 
 
 対立的予測） 事前での非公共交通利用者の方が公共交

通利用者よりも無行為の失敗率が低い
．．

，あ
．

るいは同等
．．．．．

である 
 
 この対立的予測）と定性的予測3）とは逆の予測である

ため，それらの検定を通じて，「SP 法よりも行動意図法

の方がより正確な需要予測が可能である」という命題を検

討することができる．また，言うまでもなく，定性的予測

1）と定性的予測2）のそれぞれが，SP法で推定された実

証モデルからは演繹できないのであるならば，それらの予

測の検定を通じて，SP法と行動意図法の比較，すなわち，

上記命題の検討が可能となる． 
 以下（3）（4）では，上記の対立的予測）を導いた過程

とその補足的論考を述べる．なお，（3）ならびに（4）は， 
SP・RPモデルの数理構造の十全なご理解を前提として構

成した論考であり，場合によっては複雑なものであること

が危惧される．それ故，本節で述べたそれぞれの定性的予

測の直接的な実証的検定の結果に主たるご関心がある場

合は，以下の（3）（4）を読み飛ばして（5）に直接お進

み頂いても差し支えない．  
 

（3）対立的予測の導出過程 
 Morikawa et al.（1991）は，SPとRPの双方を用いて同

時に効用関数を推定することで，RP が SP に有意に影響

を及ぼしていることを実証的に示している28)．この効果は

一般に慣性効果と呼ばれるものであり，ある選択肢を習慣

的に利用している場合，SP 調査においてもその選択肢を

選択する傾向が強い事を意味している．そして，その効果

を意味する効用関数内の項は一般に慣性項と呼ばれる． 
 慣性項はSPに固有のバイアスである可能性もある一方，

現実の行動における慣性の効果（すなわち，過去にある行

動をしていると，将来もその行動を続ける傾向が強くなる

効果）を意味している可能性も考えられる．もちろん，こ

れらの可能性を棄却する立場に立つなら，SP 法の枠組み

で定性的予測3）に関与する予測の導出が不能となるため，

定性的予測3）が実証的に支持された時点で行動意図法の

SP法に対する優位性が示されたことになる．だからこそ，

上記可能性を前提とした以下の議論は，SP 法を論駁する

ことを直接的目的としたものではなく，むしろ，出来うる

限りSP法を弁護しようとしたものである．そして，その

弁護が失敗するならば，少なくとも筆者らにはSP法を弁

護することが不能である，という帰結を受け入れざるを得

なくなる．こうした論証法は，ある特定の理論の妥当性を

論証する際の一般的な手法である． 
 さて，まず，慣性項をSPに固有のバイアスであると考

えた上で，行動を予測する場合を考えてみよう．この場合，

効用関数から（SP データに固有のバイアスである）慣性

項を除去した上で行動を予測することとなる．それ故，公

共交通利用の習慣を形成している個人が，公共交通を利用

するとの意図を表明したとしても，その意図には慣性によ

るバイアスが含まれているため，その意図は現実の行動よ

りも過大に表明されている傾向が強くなる．すなわち，こ

の場合には，公共交通利用の習慣を形成していると考えら

れる公共交通利用者は，実際には地下鉄を利用する可能性

が低いにも関わらず，地下鉄を利用するという意図を表明

する傾向，すなわち，無行為の失敗が高いことが予想され
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る．一方，公共交通以外の習慣を形成していると考えられ

る非公共交通利用者は，現実には地下鉄を利用する場合に

おいてさえ，慣性によるバイアスのため地下鉄を利用しな

いとの意図を表明する傾向が強くなるが，地下鉄を利用す

るとの意図を表明した場合には，行動と意図が一致する可

能性が高くなる．それ故，以下の帰結が導かれる． 
 
 慣性項をバイアスと見なした場合の帰結） 事前での非

公共交通利用者の方が公共交通利用者よりも

無行為の失敗率が低い． 
 
 次に，慣性項が現実の行動における慣性の効果を意味し

ていると考えてみよう．この場合，行動予測の際にも，

RP から SP への慣性項を導入した効用関数を用いること

になる．こうした効用関数を，行動予測に用いることが許

容されるのは，RPからSPへの慣性の効果が，RPから予

測時点の行動にかけての慣性の効果と同一であると想定

できる場合に限られる．さらに，この想定が妥当であるの

は，表明された意図（SP）が，将来時点の行動と一致し

ていなければならない．それ故，この場合，事前の習慣の

有無によって行動と意図との一致性が異なるとの帰結を

導くことは出来ない．すなわち[7]， 
 
 慣性項をバイアスと見なさない場合の帰結）事前での非

公共交通利用者の無行為の失敗と公共交通利

用者の無行為の失敗とは同程度である． 
 
 以上，これら二つの帰結をまとめると，上記の対立的予

測が導かれる． 
 なお， RPからSPへの影響を意味する慣性項ではなく，

パネルデータを用いて，ある時点 tのRPからある時点 t+1
のRPへの影響を意味する慣性項の推定値を行動予測に用

いる，という可能性は一考の価値はあるかも知れない．し

かし，少なくとも以下に述べる（4）の論考の範囲では，

そのアプローチの妥当性を弁護することができなかった．

詳細については，次節（4）を参照されたい． 
 
（4） RPパネルとSPによる行動予測の妥当性について 

 表-1に示したC1.やO1.は，次の様な習慣の効果を意味

している． 

「行動Xの習慣が強ければ，行動Xが実行される傾向

が高く，代替行動Yが実行される傾向が低くなる」 
こうした効果は，RP パネルデータを用いた場合に推定さ

れる時点tのRPからある時点t+1のRPへの影響を意味す

る慣性項の効果と同様の内容を意味している．  
 しかし，言うまでもなく現存しない交通選択肢について

の効用関数は，RP パネルデータだけから推定することは

出来ない．習慣の効果を加味しつつ，現存しない交通選択

肢の効用関数の推定も目指すアプローチとしては， RP

パネルデータから習慣の効果を抽出する一方， SPデータ

を用いて新しい交通選択肢にも対応する，というものが考

えられる．その場合，高度なモデリング技術が必要とされ

るが，技術的には問題なく推定可能である．  
 ただし，この方法が許容されるのは，RP パネルにおけ

る慣性効果が，現在の行動が予測時点の未来の行動に及ぼ

す慣性効果と等しいと考えられる場合に限られる．ところ

が，SP データが最も必要とされる現存しない選択肢の需

要予測を行うケースを考えた場合，それらの両者が等しい

とは考えられない．なぜなら，現存しない選択肢について

の慣性項が，現存している選択肢についての慣性項と等し

いとは考えがたいからである．例えば，現在の「鉄道」の

効用と将来の新しい選択肢である「地下鉄」の効用との慣

性効果と，現在の「鉄道」の効用と過去の「鉄道」の効用

との慣性効果とが等しいと考える根拠を探すことは，ほぼ

絶望的に思えるからである． 
 それ故，現時点の行動から未来の行動に対する慣性の効

果についての情報は，RP パネルデータから得る事ができ

ないのである．その情報は， SPデータとRPデータとの

関連から抽出せざるをえない．そうした試みとして，例え

ば前節（4）で述べた様な，RPからSPへの慣性項を推定

するという方法が考えられるのだが，本稿の実証分析より，

その方法の妥当性は反証されてしまった（次節（5）参照）．

この反証が意味するのは，RP から SP への慣性項は負と

なるべきであるということである．しかし，少なくとも，

現時点ではその様な実証的知見は得られていない．万一そ

うした結果が得られたとしても，態度理論を用いずして，

そうした推定結果が得られる理由を理論的に考える手法

を探すのは難しい様に思える．そして，推定計算を行う事

前に，そうした推定結果が得られるはずであると（本研究

で態度理論から予想した様に）予想することはもっと難し

いだろう． 
 最後に考えられる方法は，C1.やO1.に基づいてSPデー

タを修正した後に，効用関数を推定するという方法である．

しかし，この方法は， SP法というよりは，むしろ，次章

7．で論じる態度理論に基づいた需要予測手法の 1 つの

ヴァージョンにしか過ぎない[8]． 
 この様に，少なくとも以上の論考では， C1.やO1.の効

果を明示的に考慮した上で，SP 法の枠組みの中で適切な

行動予測を行う方法は見あたらなかった． 

 

（5）結果 

 本調査における意図-行為の一致に関する集計結果を表

-2 に示す．以下，この表に基づいて各々の定性的予測に

対応した集計値を計算し，各々の定性的予測の真偽を統計

的に検定する．まず，定性的予測1)については，行為の失

敗はわずか 4.3%(713 人中 31 人)にしか過ぎない一方で，
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無行為の失敗は50.5%(190人中96人)と明確に予想通りの

結果となった．χ2検定より，両者が同等である確率は0.1%
以下であることが，すなわち，両者の差は 0.1%の有意水

準で有意であったことが示された (χ2[1] = 215.06)． 
 次に，無行為の失敗率が弱意図者について 71.9%(64 人

中46人)，強意図者について39.4%(126人中50人)と，定

性的予測2）に一致する結果が得られた．この差も，両者

が同等であるとの帰無仮説のもとでのχ2 検定より，0.1%
の水準で有意であった(χ2[1] = 18.06)．ただし，この傾向は，

供用前の公共交通利用者には見られたが(弱意図者vs.強意

図者が 64.0%vs.25.0%,)，非公共交通利用者には見られな

かった(弱意図者 vs.強意図者が 77.0%vs.79.4%)．供用前の

公共交通利用と意図強弱の交互作用は，それが存在しない

との帰無仮説のもとでのχ2 検定より，5%の水準で有意で

あった(χ2[1] = 6.01)[9]．  
 最後に，地下鉄供用前の非公共交通機関利用者の無行為

の失敗率が 78.1%(73 人中 57 人)，公共交通機関利用者の

それが33.3%(39 人中117 人)と，定性的予測3）に一致す

る結果が得られた．この頻度差も，両者が同等であるとの

帰無仮説のもとでのχ2検定より，0.1%の水準で有意であっ

た(χ2[1] = 37.65)．すなわち，慣性項を導入したSP法より

導いた対立的予測）は棄却され，態度理論より導かれた定

性的予測3）が支持される結果となった． 
 
 
7．おわりに 
 

（1）SP法とBI（行動意図）法 

 本研究の実証データは，本稿で提案した態度理論に基づ

く交通需要予測手法，すなわち，行動意図法（BI 法）に

基づいて導いた 3 つの定性的予測を明確に支持するもの

であった． このことは，表-1 に示した行動と意図との

関連についての態度理論上の所知見が交通行動分析にも

適応可能であることを意味していると共に，行動意図法に

よる交通需要予測の妥当性を支持するものである． 

 その中でも，定性的予測3）が支持された一方，RPとSP
の両者を用いて両者の関連を考慮したモデルから導いた

対立的予測）が棄却された結果は，行動意図法の妥当性を

支持するだけでなく，SP 法の妥当性に疑義を呈するもの

と言えるだろう．この結果が意味する詳細は，6.(3)なら

びに(4)にて論じた通りであるが，繰り返すなら，SP法で

は，定量的な予測の妥当性を論ずる以前に，定性的な予測

ですら逆の予測を行ってしまったのである．この事は，冒

頭で論じた合理的選択理論の限界，あるいは，“選好の核”

を想定した予測の限界の一端を示すものとも言えよう．さ

らに，もしも定性的予測 1）と定性的予測 2）のいずれも

がSP法に基づいて推定された実証モデルからは演繹困難

な予測であるなら，これらの定性的予測が確証されたとい

う事実はSP法の妥当性に疑義を呈するものと言うことが

できるだろう．  
 ただし，研究者はもとより，実務家ですら，従来より

SP 法の問題点を十全に認識していたであろう．それにも

関わらず，冒頭で論じたように，“適切な代替的手法が無

い”という理由より，実務的にその適用が正当化されてい

たものと考えられる．しかし，本稿は，行動意図法がその

代替的手法として適用可能であることを理論的，実証的に

含意している．それ故，SP 法の適用は，理論的には言う

に及ばず，実務的にも弁護することがより困難となったも

のと言えるだろう． 
 
（2）行動意図法の適用について 

 行動意図法では，評価対象とする交通施策の一つ一つに

ついて行動意図を計測しなければならない．しかし，SP
法では効用関数さえ特定できれば，様々な政策変数の組み

合わせの下での行動を予測することが可能となる．例えば，

100円から1000円まで100円刻みの10種類のロードプラ

イシングの導入を検討している場合，行動意図法では，各

料金水準毎に行動意図を計測しなければならないが，SP
法では効用関数推定の効率性を勘案しつつ適切に設計す

れば（また，料金と効用との関係について，線形関係など

の先見的仮定を導入すれば），わざわざ 10 種類の料金水

準毎に SP を計測する必要はない．この点は，SP 法のメ

リットであり行動意図法のデメリットであるとも言える．

しかし，1.(1)，(2)で論じたように，そもそも，1）“選

好の一貫性”は保証されたものではないし，かつ，2）一

貫性を保つ選好の核が存在したとしても，それだけが行動

を規定する要因ではない．これらのSP法に対する批判を

受け入れる立場に立つなら，例え評価対象とする交通施策

の一つ一つについて行動意図を計測する必要があるとし

ても，SP 法の代わりに行動意図法を用いることの方がむ

しろ，得策であると言えよう． 
 

表-2 行動意図別・供用前公共交通利用別・事後地下鉄利用別の

サンプル数 
 
              地下鉄供用前の公共交通利用 

          （利用していなかった）         （利用していた） 
   
        供与後の地下鉄利用     供与後の地下鉄利用 

 （非利用） （利用） （非利用） （利用） 
 
無意図 339 11† 343 20† 

弱意図 30& 9 16& 9 

強意図 27& 7 23& 69 
 

&：無行為の失敗   †：行為の失敗 
 



土木学会論文集，IV-58，pp. 1- 14, 2003 

 11

（3）定量的予測に向けて 
 本来的に，人間行動の普遍性は，質的なものであり，量

的なものではない29)．それ故，行動科学の諸知見をまとめ

た表-1 も，行為と無行為の失敗についての定性的傾向を

意味するものである．実際，本適用事例で構成した3つの

予測は，いずれも定性的な予測であった． 
 しかし，現実的に求められている交通需要予測は，あく

までも定量的なものである．例えば，４.(1)に示した式（1）
に定義した行為の失敗率 POi, 無行為の失敗率 PCjを定量

的に各人について設定する必要がある．この問題に対処す

る一つの方法として，表-1 の知見を基本として，本稿に

示した様な行動と意図の一致性についての実証データを

あわせて定量的な需要予測を目指す，というアプローチが

考えられる． 
 まず，行為の失敗率，あるいは，無行為の失敗率を定量

的に定式化する標準的な方法としては，行動-意図一致/不
一致を選択肢集合とする二項ロジット回帰モデル等の，内

生変数の制約条件付き回帰モデル30)の活用が考えられる．

そして，この数値予測をするためには，従来の研究で開発

されてきた，様々な誤差相関を考慮した様々な種類の離散

選択モデルを適用することが望ましい場合もあるだろう．

ただし，こうした統計モデルを推定する際に重要なのは，

誤差項の仮定や統計モデルの性質というよりはむしろ，行

動-意図一致性を規定する要因についての種々の理論をど

の様な形でモデルに取り込むか，という点である．例えば，

注[10]には行動と意図の一致／不一致を内生変数とする

統計モデルを推定した結果を示しているが，ここで重要と

なるのは，表-1 に示した態度理論上の理論的な各種効果

が，適切にモデルに導入されているという点である． 
 しかし，表-1 に示した理論的，かつ，定性的因果関係

が普遍的であったとしても，定量的な確率構造が普遍的で

あることは，無論，保証の限りではない29), 31),．それにも

関わらず，定量的需要予測の実用的必要性が高い場合には，

精緻な統計モデルによって効用関数を特定することを目

指すよりはむしろ，表-1に示した行動-意図一致性を規定

する要因を理論的・総合的に考察しつつ次のような形式で

大雑把に予測29)する方が望ましいかも知れない． 
 
「a) 無意図の信頼性は8，9割はあるだろうが，有意図

の信頼性は非常に低い．b) 意図強度が高い場合にも6，
7割程度，意図強度が低い場合には3,4割程度の信頼性

しかない．c) 特に，代替行動の習慣を形成している場

合には，その信頼性はさらに2，3割低下する．」 
 
ここに， a) ，b) ，c)はぞれぞれ定性的予測1），定性的

予測 2），定性的予測 3）に数値を付与した定量的予測で

ある．すなわち，ここで提案している大雑把な定量予測手

法とは，  
 

1）態度理論に基づいて定性的予測を理論的に導いた後に， 
2）それらに数値を付与する， 

 
というものである． 

 もちろん，この程度の予測値ですら，その予測レンジが

適切である保証はない．にも関わらず，この大雑把な方法

は，表-1 に示す種々の行動科学上の知見を無視し，精緻

な統計的手法のみに依存した旧来のSP法より，はるかに

現実的な予測値を与えることができるものと期待される．

なぜなら，従来の態度理論の研究が繰り返し確証してきた

ように，そして，本研究のデータが示している様に，意図

は現実の行動とは確かに乖離し，その乖離は時に極めて大

きなものとなるからである．上述の様に，場合によっては，

7 割，8 割の人が意図とは異なった行動を行うのである．

この様な大幅な行動と意図の乖離は，もはや誤差の範囲と

見なすことはできない．それ故，その乖離を科学的に予測

する方法（すなわち，本研究の提案）が，その乖離を科学

的に予測しない方法（従来のSP法）よりも[11]，より現実

的な予測値を与えることは間違いない．  
 あるいは，次のように言うことも出来る．すなわち，SP
法では，人工的な数理的道具で一人一人の行動を予測する．

一方で，行動意図法では，予測対象とされる人々が，主体

的に自らの行動を自ら予測し，その予測に研究者が心理学

的な修正をただただ若干加えるのみである．人工的に作ら

れた数理的道具よりも，各人の生身の心理の方がはるかに

豊かな個人的な事情や環境的な状況を行動予測に反映し

えることは論を待たないであろう．だからこそ，意図の修

正が科学的に可能である限りにおいては，行動意図法がよ

り正確な予測を与えると信じることは決して根拠薄弱な

盲信ではないのである． 
 今後は，より交通需要予測に適した，態度理論に基づく

調査法の検討と開発が必要であろう．それと共に，様々な

状況において事前の意図とその意図に対応する現実の行

動を測定し，それらのデータに基づいて意図-行動一致性

を分析し，少しずつ知見を蓄積していくことで，上述の大

雑把な定量的な予測を精緻化していくことが必要であろ

う．すなわち，様々な現場における“政策感度”に関わる

行動・心理データが，一つでも多く必要とされているので

ある． 
 ある施策をうったときに交通需要が定量的にどうなる

のか，極めて難しい難問ではあるが，そうした精緻化の努

力を重ねることで，現状よりはもう少し高い精度で交通需

要予測ができるようになるのかも知れない． 
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それに続く（4）に関しては，名古屋大学・山本俊行助教
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注 
[1] 問題の表現方法，回答方法，回答時間，回答の順番等の些細

な相違によって，回答がシステマティックに変化することが

知られている．文献14)，32)を参照． 
[2] プロスペクト理論，後悔理論，差異化整理理論，状況依存焦

点モデル等，対象とする意思決定現象に応じて様々なものが

提案されている．文献33)，34)を参照． 
[3] ここに展開したSP法の有効性を論駁する議論はCVMによる

価値計測の有効性を論駁するものでは無い．なぜならここで

の議論は，慎重な実験設計で核選好を特定できる可能性を完

全否定するものではないからである．ただし，核選好が事前

に存在していない可能性も考えられるし9)，例え13)で具体的

に示されている様な方法を用いたとしても核選好が特定でき

るか否かは今のところ誰も確証されておらず，むしろその反

証例が示されている35)． 
[4] もちろん，需要予測を放棄した上で交通計画を検討する可能

性を許容する立場に立つならば36)，代替的手法の不在は SP
法利用を許容する理由には一切ならない． 

[5] 文献37)では，態度が選好と概念的に差別化される理由として，

1）態度は潜在する心理量として定義されるものであり，2）
それ故に個人間比較が許容されうると共に，3）時間的に変化

することも許容される，という3点を挙げている．  
[6] 多くの心理学的知見は，その知見を見聞きした後では，常識

の範囲を出ない当然の内容であると認識される場合が多い．

これは，心理学が人々の心を対象とする科学であり，かつ，

万人が心を持っているからである38)．逆に言うなら，常識の

範囲を出ていると思われる心理学的知見には，何らかの誤り

が潜んでいる可能性が高いとさえ言える． 
  ただし，事後的に納得できることの容易さと，心理学的知

見を普遍性のある形で仮説や理論の形で提案することの容易

さとは必ずしも一致しない．「コロンブスの玉子」の比喩に

あるように，我々の日常生活を省みても，言われてみればそ

の通りである，と認識することは少なくない． こうした効果

は，一般に「後知恵効果」（我々がある事象の結果を一旦知

ると，その結果を予測する自分の能力を過大視する傾向）と

言わている．心理学的知見の理解において後知恵効果が現出

する傾向が強いのは，心理学研究の大きな特徴であることは，

しばしば論じられている39）． 
[7] この帰結は，無行為の失敗が存在することを前提としている

が，これは，以下の理由による． 
  まず，ランダム効用理論を前提とする SP 法は，誤差項の

ランダム性を考慮している以上，無行為や行為の失敗が存在

することそのものは許容されている． 
  それに加えて，表-1のOC1は，行動と意図との乖離ではな

く，回答（表明された行動意図）と意図（心理要因としての

行動意図）との乖離を意味している．それ故，SP法の枠組み

においても，その効果を効用関数に導入することができる．

例えば，SPとRPを同時に推定することで，SP固有の定数項

を推定することで，表明された行動意図と心理要因としての

行動意図との乖離を考慮することができる． 
  この事は，SP法においても，少なくともOC1を起因とする

行動と意図の不一致を考慮することが可能であることを意味

する．すなわち，SP法においても，無行為の失敗が存在する

こと自体は許容されているのである．  
  この様に，SP 法の枠組みの中でも，SP の効用関数におけ

る定数項を推定し，それを政策操縦や自己正当化のバイアス

等であると解釈をすることが可能であるのだが，それらの解

釈は推定した後の事後的解釈
．．．．．

にしか過ぎない．それ故，SP法

の枠組みの中では，態度理論の枠組みとは異なり，意図計測

時点でそのバイアスがどちらの方向になるかを事前に予測す

ることは難しい． 
[8] ただし，このヴァージョンは効用関数に普遍性が成立する，

という仮定を設けた場合のヴァージョンであり，かつ，本稿

冒頭で論じたようにその仮定の妥当性は保証されない．した

がって，繰り返し述べるまでもなく，そのヴァージョンでの

予測の妥当性もやはり保証されない． 
[9] この理由の一つとして，非公共交通利用者に関しては既に行

為の失敗率が十分に高かったために，意図の強弱の影響が表

れなかった天井効果(ceiling effect)が挙げられる．加えて，定

性的予測 3）を演繹する際に仮定したように，非公共交通利

用者は公共交通利用に関する知識も乏しいために，意図強弱

が非現実的なものであったことが原因であった可能性も考え

られる． 
[10] 例えば，事前に地下鉄利用意図を形成していた190個人を対

象に，行為の失敗を 0，意図通り地下鉄利用を 1 とする変数

を内生変数とした二項ロジット回帰を推定すると，表Aの結

果が得られた．一つの可能性として，この推定結果を利用し

て，新しい意図調査を実施した場合の行動-意図一致性を予測

する方法が考えられる．その場合，「非公共交通利用」を対

象行動の代替行動の習慣の有無ダミーと読み替えることが必

要である． 
[11] ここでは，1）仮説の形成，2）仮説からの予測の演繹，3）実

証データに基づく予測の確証，あるいは，反証，4）反証され

た場合には仮説の再吟味，という一連の知的円環作業を科学

と定義している．この意味において，本研究が提案する方法

では，この円環作業によって蓄積された仮説群を用いている

点，ならびに，上記1），2）の作業によって将来を予測する

という意味において，科学的方法論である．その一方で，SP
法が準拠する合理的選択理論の基礎仮説，特に選好構造の一

貫性の仮説は，以上の知的円環作業において繰り返し反証さ

れている仮説である．それにも関わらず，SP法はそうした反

証された仮説に基づいた予測を形成するものである．それ故，

SP法に基づく予測を科学的予測と呼ぶことは難しい.． 
  さらに，万一 SP 法に基づく予測を科学的予測と呼ぶこと

ができるとしても，少なくとも，行動と意図との乖離を SP
法で科学的に予測することはできない．なぜなら，SP 法は

6.(3), (4)で論じたように，行動と意図の乖離を統計モデル

に反映できる
．．．．．

に過ぎないからである．それ故，SP法からその

乖離について予測できることがあるとすれば，それはせいぜ

い，1）行動と意図（SP法の用語を用いるならSPデータ）の

乖離を反映させた統計モデルを推定し，2）その結果が将来に

も持続するであろうと期待した上で，3）入手した意図データ

（SPデータ）から行動を予測する，というアドホックなもの

に過ぎない．こうしたアドホックな方法は，上記に定義した

科学的予測とは言えない． 
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RETHINKING THE ROLE OF STATED PREFERENCE DATA  
IN TRAVEL DEMAND FORECASTING 

 
Satoshi FUJII and Tommy GÄRLING 

 
Stated Preference surveys are frequently adopted for the analysis of the impact of transport policies on travel demand. 
However, evidence suggests that preferences derived from SP surveys are contingent on context. In this study we 
suggest that stated intention, i.e. a prediction of self-behavior in future in SP surveys, can be applied to travel demand 
analysis based on attitude theory. The theory explains why intention sometimes deviates from actual behavior. In an 
empirical demonstration using panel data obtained from commuters (n = 903) before and after the opening of a new 
subway line, support is obtained for several conjectures about why behavioral intentions are, or are not, implemented. 


